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は
じ
め
に

平
成
28
年
12
月
８
日
に
平
成
29
年
度
税

制
改
正
大
綱（
以
下
、「
大
綱
」と
い
う
）が

与
党
よ
り
公
表
さ
れ
た
。
法
人
課
税
で
は

平
成
27
年
度
、
平
成
28
年
度
と
続
い
た
実

効
税
率
の
引
下
げ
が
一
段
落
す
る
一
方
で
、

経
済
活
性
化
の
た
め
の
各
種
税
額
控
除
制

度
や
業
績
連
動
報
酬
の
拡
充
、
Ｍ
＆
Ａ
や

グ
ル
ー
プ
内
組
織
再
編
の
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー

に
大
き
く
影
響
を
与
え
る
組
織
再
編
税
制

の
改
善
な
ど
、
企
業
実
務
に
大
き
く
影
響

す
る
改
正
が
数
多
く
行
わ
れ
て
い
る
。

以
下
、
法
人
課
税
に
つ
い
て
、
日
本
の

事
業
会
社
へ
の
影
響
が
大
き
い
と
考
え
ら

れ
る
項
目
に
絞
っ
て
要
点
を
解
説
す
る

が
、
す
べ
て
の
改
正
事
項
を
網
羅
す
る
も

の
で
は
な
い
た
め
ご
留
意
い
た
だ
き
た

い
。
ま
た
、読
者
の
理
解
の
便
宜
の
た
め
、

細
か
な
要
件
を
省
略
し
単
純
化
し
た
記
載

を
行
っ
て
い
る
箇
所
も
あ
る
た
め
、
正
確

な
内
容
に
つ
い
て
は
大
綱
原
文
を
あ
た
っ

て
い
た
だ
き
た
い
。
制
度
の
詳
細
に
つ
い

て
は
現
時
点
で
は
不
明
で
あ
り
、
今
後
制

定
さ
れ
る
法
律
お
よ
び
政
省
令
に
て
規
定

さ
れ
る
点
も
申
し
添
え
る
。

デ
フ
レ
脱
却
・
経
済
再

生
に
向
け
た
税
制
措
置

⑴　
研
究
開
発
税
制

企
業
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
促
し
競
争
力

を
強
化
す
る
観
点
か
ら
、
試
験
研
究
費
の

税
額
控
除
が
拡
充
さ
れ
る
。
ま
ず
、
総

額
型
に
つ
い
て
は
現
行
の
試
験
研
究
費
割

合（
売
上
高
に
占
め
る
試
験
研
究
費
の
割

合
）に
応
じ
た
８
％
～
10
％
の
税
額
控
除

率
が
、
試
験
研
究
費
の
増
減
率
に
応
じ
た

６
％
～
10
％
の
控
除
率
に
改
め
ら
れ
る（
図

表
１
）。
売
上
規
模
に
か
か
わ
ら
ず
、
試

（図表１）　試験研究費の税額控除（総額型）に係る改正
項　目 大法人 中小企業者

税額
控除率

増減割合に応じて控除率6％～10％（時限措置
として最高14％）
増減割合5％超：9％＋（増減割合－5％）×0.3
増減割合5％以下：9％－（5％－増減割合）×0.1
増減割合－25％未満：6％

控除率12％（増加割合5％超の場
合、時限措置として以下の上乗せによ
り最高17％）
増加割合5％超：12％＋（増加割合
－5％）×0.3

控除
限度額

【原則】法人税額の25％
【時限措置】
高水準型の要件を満たす場合は下記の金額を
上乗せ（上限10％）
法人税額×（試験研究費割合－10％）×2

【原則】法人税額の25％
【時限措置（①と②の選択制）】
①増加割合5％超の場合は控除限度
額を10％上乗せ

②高水準型の要件を満たす場合は
下記の金額を上乗せ（上限10％）
法人税額×（試験研究費割合－
10％）×2

（注）　控除限度額の上乗せ措置はいずれも高水準型との選択制

ス
ピ
ン
オ
フ
や
ス
ク
イ
ー
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ア
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や
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法
人
課
税
に
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す
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改
正
の
ポ
イ
ン
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Ⅱ

Ⅲ

験
研
究
費
の
絶
対
額
の
増
加
を
控
除
額
に

反
映
さ
せ
る
措
置
で
あ
る
。
さ
ら
に
２
年

間
の
時
限
措
置
と
し
て
控
除
率
の
上
限
が

14
％
（
中
小
企
業
者
は
17
％
）に
引
き
上
げ

ら
れ
る
。
控
除
限
度
額
に
つ
い
て
も
時
限

措
置
が
設
け
ら
れ
、
最
大
で
法
人
税
額
の

35
％
の
控
除
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

ま
た
、
今
般
の
改
正
に
お
い
て
は「
第

４
次
産
業
革
命
」に
よ
る
新
た
な
ビ
ジ
ネ

ス
開
発
を
後
押
し
す
る
観
点
か
ら
、
試
験

研
究
費
の
範
囲
に
Ｉ
ｏ
Ｔ
、
ビ
ッ
グ
デ
ー

タ
、
人
工
知
能
等
を
活
用
し
た
事
業
に
関

連
す
る
原
材
料
費
、
人
件
費
、
経
費
お
よ

び
委
託
費
が
加
え
ら
れ
る
。

さ
ら
に
、
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

型
の
控
除
制
度
に
つ
い
て
は
運
用
改
善
措

置
が
盛
り
込
ま
れ
る
と
と
も
に
、
時
限
措

置
で
あ
る
試
験
研
究
費
の
増
加
額
に
係
る

税
額
控
除
ま
た
は
平
均
売
上
金
額
の
10
％

を
超
え
る
試
験
研
究
費
に
係
る
税
額
控
除

を
選
択
適
用
で
き
る
制
度（
い
わ
ゆ
る
高

水
準
型
）に
つ
い
て
は
増
加
額
の
控
除
制

度
が
廃
止
さ
れ
た
う
え
で
、
適
用
期
限
が

２
年
間
延
長
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

⑵　
所
得
拡
大
促
進
税
制

所
得
拡
大
促
進
税
制
に
つ
い
て
は
、
現

政
権
の
経
済
政
策
の
課
題
で
あ
る
企
業
の

賃
上
げ
を
促
す
観
点
か
ら
拡
充
さ
れ
る
こ

と
に
な
る
。

ま
ず
、
大
法
人
に
つ
い
て
は
、
賃
上
げ

率
が
２
％
以
上
で
あ
る
こ
と
を
適
用
要

件
と
し
た
う
え
で
、
控
除
税
額
に
つ
き
、

現
行
の「
雇
用
者
給
与
等
支
給
増
加
額
の

10
％
」に
、「
雇
用
者
給
与
等
支
給
増
加
額

の
う
ち
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
か
ら
比
較

雇
用
者
給
与
等
支
給
額
を
控
除
し
た
金
額

に
達
す
る
ま
で
の
金
額
の
２
％
」を
加
え

た
合
計
額
と
さ
れ
る
。

次
に
中
小
企
業
者
等
に
つい
て
は
、
賃
上

げ
率
が
２
％
以
上
で
あ
る
場
合
に
お
け
る

税
額
控
除
額
に
つ
き
、
現
行
の「
雇
用
者
給

与
等
支
給
増
加
額
の
10
％
」に
、「
雇
用
者

給
与
等
支
給
増
加
額
の
う
ち
雇
用
者
給
与

等
支
給
額
か
ら
比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給

額
を
控
除
し
た
金
額
に
達
す
る
ま
で
の
金

額
の
12
％
」を
加
え
た
合
計
額
と
さ
れ
る
。

コ
ー
ポ
レ
ー
ト・
ガ
バ

ナ
ン
ス
改
革

⑴　
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限

確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
に
つ
い
て
現

行
は
１
カ
月（
連
結
納
税
採
用
会
社
は
２

カ
月
）の
延
長
が
限
度
で
あ
る
が
、
①
会

計
監
査
人
設
置
会
社
で
、
か
つ
②
定
款
等

の
定
め
に
よ
り
事
業
年
度
終
了
日
の
翌
日

か
ら
３
カ
月
以
内
に
定
時
株
主
総
会
が
開

催
さ
れ
な
い
常
況
に
あ
る
と
認
め
ら
れ
る

会
社
に
つ
い
て
は
、
４
カ
月
ま
で
の
延
長

が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

現
状
は
確
定
申
告
期
限
も
あ
り
、
３
月

決
算
の
会
社
が
多
い
日
本
の
会
社
の
株
主

総
会
開
催
日
は
６
月
末
近
辺
に
集
中
し
て

い
る
が
、
申
告
期
限
を
延
長
し
、
７
月
以

降
の
株
主
総
会
開
催
を
促
す
こ
と
に
よ
り

開
催
日
の
分
散
化
を
図
る
と
と
も
に
、
企

業
と
株
主
や
投
資
家
の
対
話
期
間
を
欧
米

諸
国
並
に
確
保
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と

が
狙
い
で
あ
る
。

⑵　
役
員
給
与
等

役
員
給
与
等
に
つ
い
て
は
平
成
28
年
度

の
改
正
に
引
き
続
き
、図
表
２
の
と
お
り
、

損
金
算
入
範
囲
の
拡
大
が
行
わ
れ
る
。

ま
ず
、
利
益
連
動
給
与
に
つ
い
て
は
、

平
成
28
年
度
改
正
に
お
い
て
純
粋
な
利
益

指
標（
営
業
利
益
、
経
常
利
益
等
）に
加
え

て
Ｒ
Ｏ
Ｅ（
株
主
資
本
利
益
率
）や
Ｒ
Ｏ
Ａ

（
総
資
産
利
益
率
）が
含
ま
れ
る
こ
と
が
明

確
化
さ
れ
た
が
、
今
般
の
税
制
改
正
で
は

売
上
高
や
株
価
が
算
定
指
標
と
し
て
加
え

ら
れ
る
。
ま
た
、各
算
定
指
標
に
つ
い
て
、

過
去
の
実
績
値
の
み
な
ら
ず
将
来
の
所
定

の
時
点
や
期
間
の
指
標
を
用
い
る
こ
と
が

認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

さ
ら
に
新
株
予
約
権
や
株
式
で
の
交
付
を

想
定
し
た
場
合
、
給
与
額
を
事
前
に
確
定

さ
せ
る
こ
と
は
で
き
な
い
た
め
、
事
前
確
定

届
出
給
与
も
含
め
て
要
件
を
緩
和
し
、「
確

定
数
」の
交
付
で
あ
れ
ば
損
金
算
入
が
認
め

ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
事
前
確
定
届
出
給

与
に
つい
て
は
、
役
務
提
供
を
受
け
る
法
人

ま
た
は
当
該
法
人
の
発
行
済
株
式
の
50
％
超

を
直
接
・
間
接
に
保
有
す
る
法
人
が
発
行
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す
る
株
式
や
新
株
予
約
権
に
限
定
さ
れ
る
。

ま
た
、
利
益
等
の
指
標
を
基
礎
と
し
て
譲

渡
制
限
が
解
除
さ
れ
る
数
が
算
定
さ
れ
る

譲
渡
制
限
付
株
式
に
よ
る
給
与
が
、
事
前

確
定
届
出
給
与
の
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
。

こ
う
し
た
給
与
は
今
後
は
利
益
連
動
給
与

と
し
て
損
金
算
入
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

以
上
の
改
正
に
関
連
し
て
、
退
職
給
与

で
利
益
等
の
指
標
を
基
礎
と
し
て
算
定
さ

れ
る
も
の
の
う
ち
、
利
益
連
動
給
与
の
損

金
算
入
要
件
を
満
た
さ
な
い
も
の
、
お
よ

び
新
株
予
約
権
に
よ
る
給
与
で
事
前
確
定

届
出
給
与
ま
た
は
利
益
連
動
給
与
の
損
金

算
入
要
件
を
満
た
さ
な
い
も
の
は
、
そ
の

全
額
が
損
金
不
算
入
と
さ
れ
る
。

最
後
に
平
成
28
年
度
税
制
改
正
に
お
い

て
導
入
さ
れ
た
譲
渡
制
限
付
株
式（
以
下
、

「
Ｒ
Ｓ
」と
い
う
）に
つ
い
て
、
①
役
務
提

供
を
受
け
た
法
人
以
外
の
法
人
が
交
付
す

る
も
の
が
対
象
に
加
え
ら
れ
る
と
と
も

に
、
②
譲
渡
制
限
付
株
式
を
対
価
と
す
る

費
用
に
つ
い
て
の
損
金
算
入
時
期
が
、
現

行
の
譲
渡
制
限
解
除
日
か
ら
譲
渡
制
限
が

解
除
さ
れ
る
こ
と
が
確
定
し
た
日
に
変
更

さ
れ
る
。
ま
た
、
③
非
居
住
者
に
対
し
て

交
付
さ
れ
る
Ｒ
Ｓ
に
つ
い
て
は
、
対
象
者

が
居
住
者
で
あ
っ
た
と
し
た
場
合
に
給
与

所
得
等
が
生
じ
る
こ
と
が
確
定
し
た
日
に

お
い
て
役
務
提
供
を
受
け
た
こ
と
と
し
て

取
り
扱
わ
れ
る
。

以
上
が
役
員
給
与
等
の
改
正
項
目
で
あ

る
が
、
本
改
正
に
つ
い
て
は
原
則
平
成
29

年
４
月
１
日
以
降
の
支
給（
交
付
）決
議
分

か
ら
適
用
さ
れ
る
が
、
退
職
給
与
、
譲
渡

制
限
付
株
式
お
よ
び
新
株
予
約
権
に
係
る

改
正
は
平
成
29
年
10
月
１
日
か
ら
の
適
用

と
さ
れ
て
い
る
た
め
、
実
務
的
な
対
応
を

行
う
場
合
に
は
留
意
を
要
す
る
。

組
織
再
編
税
制
等

⑴　
ス
ピ
ン
オ
フ

従
来
、
日
本
の
組
織
再
編
税
制
で
は
課

税
が
生
じ
て
い
た
図
表
３
の
よ
う
な
ス
ピ

ン
オ
フ
が
、
適
格
要
件
を
満
た
す
場
合
に

無
税
で
行
え
る
よ
う
に
な
る
。

従
来
、
上
場
企
業
な
ど
支
払
株
主
が
い

な
い
会
社
の
場
合
、
ス
ピ
ン
オ
フ
は
グ

ル
ー
プ
内
再
編
お
よ
び
共
同
事
業
再
編
の

い
ず
れ
の
適
格
要
件
も
満
た
せ
ず
に
課
税

が
生
じ
る
点
が
、
組
織
再
編
税
制
の
欠
点

で
あ
る
と
い
わ
れ
て
き
た
。
今
般
の
改
正

に
よ
り
、
図
表
４
の
適
格
要
件
を
満
た
す

ス
ピ
ン
オ
フ
に
つ
い
て
は
事
業
を
無
税
で

株
主
に
譲
渡
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
、

企
業
の
選
択
と
集
中
に
資
す
る
こ
と
が
期

待
さ
れ
る
。

⑵　
ス
ク
イ
ー
ズ
ア
ウ
ト

支
配
株
主
が
少
数
株
主
に
対
価
を
渡
し

（図表２）　役員給与等の損金算入要件
区　分 現行法 改正案

定期同額給与・毎月の支給額が「同額」
・源泉税および社会保険料
控除後の金額が「同額」で
ある給与を追加

事前確定届出
給与

・所定の時期に「確
定額」を支給

・所定の時期に「確定数」の
株式を交付する場合も可
（届出必要）
・所定の時期に「確定数」の
新株予約権を交付する場
合も可（一定の場合届出
不要）

・一定の譲渡制限付
株式（RS）を除いて
事前届出が必要

・算定指標を基礎として譲
渡制限解除株数が算定さ
れる給与を除外

利益連動給与

・算定指標（利益
および関連指標
（ROE、ROA等））
に基づき「確定額」
を支給

・算定指標に株価と売上高
（単独使用は不可）を追加
・当期以降の事業年度や将
来の所定の時点・期間の
指標を追加
・株式の交付の場合「確定
数」で可
・新株予約権の場合「確定
数」で可

・非同族会社のみ適
用可

・同族会社のうち非同族法
人と完全支配関係がある
法人を追加

・損金経理要件あり ・損金経理要件の見直し（詳細不明）
一定の新株予
約権

・給与等課税事由の
発生 ・改正なし

（注）　上表改正案中、株式は市場価格のある株式、新株予約権は権利行使により
市場価格がある株式が発行されるものに限定

A社　　　
　　B事業

A社 A社A社B社 B社

B社

株主 株主株主 株主

（図表３）　スピンオフのイメージ図
①　分割型分割 ②　100％子法人株式の現物配当

分割型分割
現物配当 現物配当

株主 株主株主 株主

（図表４）　スピンオフの適格要件
分割型分割 現物配当

承継法人株式のみが分割法人株主
の持株比率に応じて交付されること

子法人株式のみが現物分配法人株主
の持株比率に応じて交付されること

分割法人が他の者により支配されて
おらず、承継法人が他の者に支配され
ない見込み

現物分配法人が他の者により支配さ
れておらず、子法人が他の者に支配さ
れない見込み

分割事業の主要な資産・負債の移転 ―
分割事業のおおむね80％以上の従
業者の承継法人業務への従事

子法人のおおむね80％以上の従業者
の継続従事

分割事業の事業継続 子法人の主要事業の継続
分割法人の役員または重要な使用人
が承継法人の特定役員就任

子法人の特定役員のすべてが退任し
ないこと
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て
退
出
さ
せ
１
０
０
％
事
業
を
支
配
す
る

ス
ク
イ
ー
ズ
ア
ウ
ト（
図
表
５
参
照
）に
関

連
し
、
平
成
29
年
10
月
１
日
以
後
の
取
引

か
ら
以
下
の
改
正
が
行
わ
れ
る
。

ま
ず
、
吸
収
合
併
と
株
式
交
換
の
適
格

要
件
の
う
ち
の
対
価
要
件
に
つ
い
て
、
親

会
社
が
対
象
子
会
社
の
発
行
済
株
式
の
３

分
の
2
以
上
を
有
す
る
場
合
に
は
、
そ
の

他
の
株
主
に
対
し
て
交
付
す
る
対
価
を
除

外
し
て
判
定
す
る
こ
と
に
な
る
。
従
来
は

子
会
社
の
少
数
株
主
に
対
し
て
現
金
を
交

付
し
た
時
点
で
非
適
格
再
編
と
さ
れ
当
事

者
に
課
税
が
生
じ
て
い
た
が
、
適
格
再
編

と
し
て
課
税
関
係
が
生
じ
な
い
こ
と
に
な

る
。ま

た
、
全
部
取
得
条
項
付
種
類
株
式
の

端
数
処
理
、
株
式
併
合
の
端
数
処
理
お
よ

び
株
式
売
渡
請
求
に
よ
る
完
全
子
法
人
化

に
つ
い
て
、
組
織
再
編
税
制
の
一
環
と
し

て
株
式
交
換
と
統
一
的
な
取
扱
い
に
改
正

さ
れ
る
。
具
体
的
に
は
グ
ル
ー
プ
内
適
格

要
件
と
同
様
の
要
件
判
定
に
よ
り
、
非
適

格
の
場
合
は
子
会
社
資
産
の
時
価
評
価
課

税
を
行
う
一
方
、
適
格
の
場
合
に
は
連
結

納
税
加
入
時
の
子
会
社
資
産
の
時
価
評
価

課
税
を
免
除
す
る
と
と
も
に
、
欠
損
金
の

連
結
納
税
持
込
み
が
可
能
と
な
る
。

こ
れ
ら
の
改
正
に
つ
き
改
正
前
後
の
取

扱
い
を
ま
と
め
た
の
が
図
表
６
で
あ
る
。

従
来
は
手
法
に
よ
っ
て
課
税
関
係
に
差
異

が
生
じ
て
い
た
が
今
般
統
一
さ
れ
る
こ
と

と
な
っ
た
た
め
、
今
後
は
法
務
手
続
の
差

異
が
考
慮
さ
れ
手
法
が
選
択
さ
れ
る
こ
と

に
な
ろ
う
。
ま
た
、
従
来
、
連
結
納
税
採

用
会
社
は
い
か
な
る
手
法
を
用
い
て
も
現

金
対
価
の
ス
ク
イ
ー
ズ
ア
ウ
ト
を
無
税
で

行
う
こ
と
が
で
き
な
い
と
い
う
デ
メ
リ
ッ

ト
が
あ
っ
た
が
、
今
後
は
３
分
の
2
超
の

支
配
子
会
社
で
あ
れ
ば
無
税
で
行
え
る
こ

と
に
な
り
、再
編
の
促
進
が
期
待
さ
れ
る
。

⑶　
の
れ
ん

非
適
格
株
式
交
換
等
お
よ
び
連
結
納
税

開
始（
加
入
）時
の
資
産
の
時
価
評
価
課
税

の
対
象
か
ら
、
帳
簿
価
額
が
１
、０
０
０
万

円
未
満
の
資
産
が
除
外
さ
れ
る
。
従
来

の
除
外
資
産
は
含
み
損
益
の
額
が
１
、

０
０
０
万
円
未
満
の
資
産
で
あ
っ
た
た
め
、

簿
外
の
の
れ
ん
が
営
業
権
と
し
て
課
税
さ

れ
る
懸
念
が
あ
り
、
連
結
納
税
適
用
会

社
が
Ｍ
＆
Ａ
で
他
社
を
プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
で

１
０
０
％
買
収
す
る
際
の
ネ
ッ
ク
と
な
っ
て

い
た
が
、
今
般
の
改
正
に
よ
り
課
税
が
行

わ
れ
な
い
こ
と
が
明
確
化
さ
れ
る
。

ま
た
、
営
業
権
、
資
産
調
整
勘
定
お
よ

び
負
債
調
整
に
つ
い
て
取
得
年
度
の
償
却

限
度
額
が
月
割
計
算
で
行
わ
れ
る
こ
と
と

さ
れ
る
。

⑷　
適
格
要
件
の
見
直
し

前
記
の
他
、
平
成
29
年
10
月
以
降
の
組

織
再
編
に
つ
い
て
適
格
要
件
が
見
直
さ
れ

る
。
ま
ず
、
グ
ル
ー
プ
内
の
分
割
型
分
割

の
適
格
要
件
の
う
ち
関
係
継
続
要
件
に
つ

き
、
現
行
の「
支
配
法
人
と
分
割
法
人
お

よ
び
分
割
承
継
法
人
の
関
係
継
続
」か
ら

「
支
配
法
人
と
分
割
承
継
法
人
の
関
係
継

続
」に
緩
和
さ
れ
る
。

図
表
７
の
①
の
ケ
ー
ス
の
場
合
、
現
行
税

制
上
は
、
Ｂ
事
業
を
分
社
後
、
即
時
に
Ａ

社
か
Ｂ
社
を
外
部
売
却
す
る
と
非
適
格
と

し
て
課
税
が
行
わ
れ
る
の
に
対
し
て
、
改
正

後
は
Ｂ
社
を
売
却
す
る
場
合
は
非
適
格
と

な
る
が
、
Ａ
社
を
売
却
す
る
場
合
に
は
適

格
再
編
と
し
て
非
課
税
の
余
地
が
生
じ
る

と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
Ｍ
＆
Ａ
に
お
い
て
事

前
に
不
要
部
門
を
分
社
す
る
ケ
ー
ス
は
多

い
た
め
、
実
務
的
に
は
非
常
に
歓
迎
す
べ
き

改
正
で
あ
る
。

次
に
共
同
事
業
を
行
う
た
め
の
合
併
、

分
割
型
分
割
、
株
式
交
換
お
よ
び
株
式
移

親会社

子会社 子会社

少数
株主

（図表５）　スクイーズアウトのイメージ図
①　スクイーズアウト前 ②―Ａ　現金対価株式交換等 ②―B　現金対価合併

2/3超

子会社株式 子会社株式

現金 現金

（注）　現金対価株式交換等の「等」は、全部取得条項付種類株式の端数処理、株式併合の端数処理、株式売渡請求
を指す

親会社 親会社少数
株主

少数
株主

子会社
事業

（図表６）　スクイーズアウトに係る課税関係

手　法 改正前 改正後
適　格 非適格

現金対価合併
非適格再編として
・子会社資産の時価評価課税
・子会社の欠損金は切捨て
・少数株主のみなし配当課税

・子会社の課税なし（資産は親会
社に簿価移転）
・少数株主のみなし配当課税なし
・子会社の欠損金は一定の要件
を満たせば引継ぎ

・子会社資産の時価評価課税
・少数株主のみなし配当課税
・子会社の欠損金は切捨て

現金対価株式
交換

非適格再編として
・子会社資産の時価評価課税 ・子会社の課税なし

（親会社が連結納税採用会社の場
合も同様。また、欠損金の持込み
が可能となり、子会社の個別所得
を限度として損金算入可）

・子会社資産の時価評価課税
・親会社が連結納税採用会社
の場合は欠損金の切捨て

全部取得条項
付種類株式

・子会社の課税なし
（ただし、親会社が連結納税採用
会社の場合は連結納税加入に伴
なう資産時価評価課税と欠損金
の切捨て）

株式併合
株式売渡請求
（注）　少数株主の株式譲渡損益課税は改正前後を通じてすべての手法において生じるため、上表からは省略

100%

特別企画
1
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転
に
係
る
適
格
要
件
の
う
ち
株
式
継
続
保

有
要
件
に
つ
い
て
、
現
行
の「
株
主
数
50

人
未
満
の
場
合
に
限
り
、
交
付
を
受
け
た

合
併
法
人
等
の
株
式
の
全
部
を
継
続
し
て

保
有
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
株
主
の
有

す
る
被
合
併
法
人
等
の
株
式
数
が
発
行
済

株
式
総
数
の
80
％
以
上
」か
ら
、「
被
合
併

法
人
等
の
発
行
済
株
式
等
の
50
％
超
を
保

有
す
る
企
業
グ
ル
ー
プ
内
の
株
主
が
交
付

を
受
け
た
合
併
法
人
等
の
株
式
の
全
部
を

継
続
し
て
保
有
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て

い
る
こ
と
」に
改
正
さ
れ
る
。
図
表
７
の

②
の
合
併
の
ケ
ー
ス
の
場
合
、
旧
Ｂ
社
株

主
が
要
件
判
定
の
対
象
と
な
る
株
主
で
あ

る
が
、
従
来
は
対
象
株
主
が
保
有
株
式
の

１
株
で
も
売
却
す
る
見
込
み
が
あ
る
場
合

に
は
80
％
の
判
定
に
算
入
で
き
ず
、
要
件

充
足
が
難
し
い
こ
と
に
加
え
て
予
見
可
能

性
が
低
い
も
の
で
あ
っ
た
点
が
、
今
般
の

改
正
で
改
善
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

中
堅・中
小
企
業
者

支
援

⑴　
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
に
つ
い
て
は
、

器
具
備
品
が
対
象
資
産
か
ら
除
外
さ
れ
た

う
え
で
2
年
延
長
さ
れ
る
。
ま
た
、
中
小

企
業
投
資
促
進
税
制
の
上
乗
せ
措
置
に
つ

い
て
は
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
に
改
組

さ
れ
る（
図
表
８
参
照
）。
税
額
控
除
に
つ

い
て
は
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
、
中
小

企
業
経
営
強
化
税
制
、
お
よ
び
い
わ
ゆ
る

商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
・
農
林
水
産
業
活
性

化
税
制
の
合
計
で
、
法
人
税
額
の
20
％
が

上
限
と
さ
れ
る
よ
う
措
置
さ
れ
る
。

⑵　
中
小
法
人
特
例
の
制
限

中
小
企
業
向
け
の
各
種
租
税
特
別
措
置

に
つ
い
て
、
平
成
31
年
４
月
１
日
以
降
開

始
事
業
年
度
か
ら
、
前
３
事
業
年
度
の
所

得
平
均
額
が
15
億
円
を
超
え
る
事
業
年
度

に
つ
い
て
適
用
が
停
止
さ
れ
る
。

上
場
企
業
が
減
資
に
よ
る
中
小
法
人
化

を
検
討
す
る
事
例
が
話
題
に
な
る
な
ど
、

中
小
法
人
課
税
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
継

続
検
討
課
題
で
あ
っ
た
が
、
今
般
つ
い
に

メ
ス
が
入
る
こ
と
に
な
っ
た
。
た
だ
し
、

適
用
が
停
止
さ
れ
る
の
は
あ
く
ま
で
租
税

特
別
措
置
で
あ
る
た
め
、
留
保
金
課
税
や

欠
損
金
の
控
除
制
限
、
繰
戻
し
還
付
の
停

止
な
ど
の
法
人
税
法
本
法
の
規
定
は
、
従

来
ど
お
り
資
本
金
基
準
の
み
で
判
定
さ
れ

る
も
の
と
整
理
さ
れ
る
。
事
業
税
の
外
形

標
準
課
税
に
つ
い
て
も
同
様
で
あ
る
。

お
わ
り
に

以
上
、
平
成
29
年
度
税
制
改
正
大
綱
の

法
人
課
税
に
関
す
る
主
要
な
ポ
イ
ン
ト
に

つ
い
て
解
説
を
行
っ
た
。
法
人
課
税
に
つ

い
て
は
経
済
活
性
化
の
た
め
の
前
向
き
な

改
正
が
継
続
し
て
行
わ
れ
て
い
る
が
、
役

員
給
与
の
損
金
算
入
要
件
緩
和
や
組
織
再

編
税
制
に
お
け
る
対
価
要
件
の
緩
和
な

ど
、
税
法
の
理
論
体
系
よ
り
も
実
務
上
の

要
請
に
大
き
く
応
え
る
も
の
で
あ
り
、
実

務
家
と
し
て
は
非
常
に
評
価
で
き
る
改
正

内
容
で
あ
る
。

制
度
の
詳
細
に
つ
い
て
は
法
案
や
政
省

令
の
公
表
を
待
つ
こ
と
に
な
る
が
、
事
業

会
社
の
経
理
・
税
務
担
当
者
と
し
て
は
報

酬
制
度
の
見
直
し
や
グ
ル
ー
プ
の
資
本
関

係
の
整
理
な
ど
今
般
の
改
正
内
容
を
積
極

的
に
活
用
す
べ
く
、
早
期
の
検
討
に
着
手

す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。

（図表８）　中小企業経営強化税制
項　目 内　容
対象法人 経営力向上計画を受けた中小企業者
取得時期 平成29年4月1日～平成31年3月31日

対象資産

機械装置（単価160万円以上）
工具、器具備品（単価30万円以上）
建物附属設備（単価60万円以上）
ソフトウエア（単価70万円以上）

生産性向上設備（旧モデル比で生産性
が年平均1％以上向上等）

収益力強化設備（投資利益率が5％以
上の投資計画の構成資産）

税務特例
取得原価の即時償却　　もしくは
7％（資本金3千万円以下の特定中小企業者は10％）の税額控除
（法人税額の20％が上限。控除限度超過額は1年間の繰越可）

宮口　徹（みやぐち・とおる）
宮口公認会計士・税理士事務所代表
公認会計士・税理士
早稲田大学卒業後、朝日監査法人および大和証券
SMBC㈱を経て2002年に税理士法人プライス
ウォーターハウスクーパース入所。以後10年超にわ
たり内資・外資、上場・非上場等、多様な法人の税
務申告業務およびM&Aや組織再編に係る税務コ
ンサルティング業務に従事するともに税制に関する
関係当局からの委託調査や税制改正に関する執
筆・講演に多数関与。公益社団法人日本証券アナ
リスト協会検定会員。著書に『M&A・組織再編ス
キーム発想の着眼点50』（中央経済社刊）など。

かつ

A社　　　
　　B事業

A社　　　
　　B事業

A社 A社B社 B社

（図表７）　適格要件の見直し
①　分割型分割の要件緩和 ②　共同事業再編における株式継続保有要

件の緩和（合併の例）

分割型分割

100% 100% 継続保有
対象株式

売却

合併

親会社 親会社 A株主 A株主B株主 旧
B株主


